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（13）緊急時等の対応（基準第 64条）  

   指定療養介護事業所は、現に指定療養介護の提供を行っているとき

に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、運営規程に

定められた緊急時の対応方法に基づき、その他の専門医療機関への連絡

を行うなどの必要な措置を講じなければならないこととしたものであ

る。  

 

（14）支給決定障害者に関する市町村への通知（基準第 65条）  

   法第８条第１項の規定により、市町村は、偽りその他不正な手段によ

って自立支援給付費の支給を受けた者があるときは、その者から、その

支給を受けた額に相当する金額の全部又は一部を徴収することができ

ることにかんがみ、指定療養介護事業者は、その利用者が偽りその他不

正な手段によって自立支援給付費の支給を受け、又は受けようとしたと

きは、自立支援給付費の適正化の観点から遅滞なく、意見を付して市町

村に通知しなければならないこととしたものである。  

 

（15）管理者の責務（基準第 66 条）  

   指定療養介護事業所の管理者の責務として、指定療養介護事業所の従

業者の管理及び指定療養介護事業所の業務の実施状況の把握その他の

管理を一元的に行うとともに、当該指定療養介護事業所の従業者に基準

第三章第四節（運営に関する基準）の規定を遵守させるため必要な指揮

命令を行うこととしたものである。  

 

（16）運営規程（基準第 67 条）  
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      指定療養介護事業所の適正な運営及び利用者に対する適切な指定療

養介護の提供を確保するため、基準第 67 条第１号から第 10号までに掲

げる事項を内容とする規程を定めることを指定療養介護事業所ごとに

義務付けたものであるが、特に次の点に留意するものとする。  

   ①  利用定員（第３号）  

         利用定員は、指定療養介護の事業の専用の病室のベッド数と同数

とすること。なお、複数の指定療養介護の単位が設置されている場

合にあっては、当該指定療養介護の単位ごとに利用定員を定める必

要があること。  

   ②  指定療養介護の内容及び支給決定障害者から受領する費用の種類

及びその額（第４号）  

    「指定療養介護の内容」とは、年間行事・レクリエーション及び日

課等を含めたサービスの内容を指すものであること。また、「支給

決定障害者から受領する費用の種類及びその額」とは、基準第 54 条

第３項により支払を受けることが認められている費用の額を指すも

のであること。 

   ③  サービスの利用に当たっての留意事項（第５号）  

      利用者が指定療養介護の提供を受ける際に、利用者側が留意すべ

き事項（入院期間中の生活上のルール、設備の利用上の注意事項等）

を指すものであること。  

   ④  非常災害対策（第７号）  

      基準第 70 条に規定する非常災害対策に関する具体的計画を指す

ものであること。 

   ⑤  その他運営に関する重要事項（第 10 号）  
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      利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ

を得ない場合に身体的拘束等を行う際の手続及び苦情解決の体制等

について定めておくことが望ましい。  

 

（17）勤務体制の確保等（基準第 68 条）  

   利用者に対する適切な指定療養介護の提供を確保するため、従業者の

勤務体制等について規定したものであるが、次の点に留意するものとす

る。  

  ①  基準第 68 条第１項は、指定療養介護事業所ごとに、原則として月

ごとの勤務表（生活支援員の勤務体制を指定療養介護の単位等により

２以上で行っている場合は、その勤務体制ごとの勤務表）を作成し、

従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等

を明確にすることを定めたものであること。  

  ②  同条第２項は、指定療養介護事業所は原則として、当該指定療養介

護事業所の従業者によって指定療養介護を提供すべきであるが、調理

業務、洗濯等の利用者に対するサービス提供に直接影響を及ぼさない

業務については、第三者への委託等を行うことを認めるものであるこ

と。  

  ③  同条第３項は、指定療養介護事業所の従業者の資質の向上を図るた

め、研修機関が実施する研修や当該指定療養介護事業所内の研修への

参加の機会を計画的に確保することを定めたものであること。  

 

（18）定員の遵守（基準第 69条）  

   利用者に対する指定療養介護の提供に支障が生ずることのないよう、
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原則として、指定療養介護事業所が定める利用定員（指定療養介護の事

業の専用の病室のベッド数）を超えた利用者の受入を禁止するものであ

るが、次に該当する利用定員を超えた利用者の受入については、適正な

サービスの提供が確保されることを前提とし、地域の社会資源の状況等

から新規の利用者を当該指定療養介護事業所において受け入れる必要

がある場合等やむを得ない事情が存する場合に限り、可能とすることと

したものである。  

  ①  １日当たりの利用者の数  

   ア  利用定員 50人以下の指定療養介護事業所の場合  

      １日当たりの利用者の数（複数の指定療養介護の単位が設置され

ている場合にあっては、当該指定療養介護の単位ごとの利用者の

数。イ及び②において同じ。）が、利用定員（複数の指定療養介護

の単位が設置されている場合にあっては、当該指定療養介護の単位

ごとの利用定員。イ及び②において同じ。）に 110％を乗じて得た

数以下となっていること。  

   イ  利用定員 51人以上の指定療養介護事業所の場合 

      １日当たりの利用者の数が、利用定員から 50 を差し引いた数に

105％を乗じて得た数に、55 を加えて得た数以下となっていること。  

②  過去３月間の利用者の数  

    過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た

数に 105％を乗じて得た数以下となっていること。  

 

（19）非常災害対策（基準第 70 条）  

  ①  非常災害に際して必要な諸設備の整備や具体的計画の策定、関係機
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関への通報及び連携体制の整備、避難、救出訓練の実施等その対策に

万全を期さなければならないこととしたものである。  

  ②  「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」とは、消防法（昭

和 23年法律第 186 号）その他法令等に規定された設備を指しており、

それらの設備を確実に設置しなければならない。  

  ③  「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則（昭和 36

年自治省令第６号）第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を

含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画をいう。こ

の場合、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法

第８条の規定に基づき定められる者に行わせるものとする。  

  ④  「関係機関への通報及び連携体制の整備」とは、火災等の災害時に、

地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう職員に周知徹底

するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の

際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを求めることと

したものである。  

 

（20）衛生管理等（基準第 71条）  

   指定療養介護事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態の管理に努

めるべきであり、特に、従業者が感染源となることを予防し、また従業

者を感染の危険から守るため、手指を洗浄するための設備や使い捨ての

手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じるべきこ

とを規定したものであり、このほか、次の点に留意するものとする。  

  ①  指定療養介護事業者は、感染症又は食中毒の発生及びまん延を防止

するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求め
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るとともに、常に密接な連携を保つこと。  

  ②  特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネ

ラ症対策等については、その発生及びまん延を防止するための措置に

ついて、別途通知等が発出されているので、これに基づき、適切な措

置を講じること。  

   ③  空調設備等により事業所内の適温の確保に努めること。  

 

（21）身体拘束等の禁止（基準第 73 条）  

   利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場

合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな

らないこととしたものである。 

 

（22）地域との連携等（基準第 74条）  

   指定療養介護事業所が地域に開かれたものとして運営されるよう、地

域の住民やボランティア団体等の連携及び協力を行う等の地域との交

流に努めなければならないこととしたものである。  

 

（23）記録の整備（基準第 75条）  

   指定療養介護事業所においては、従業者、設備、備品及び会計等に関

する諸記録を文書により整備しておく必要があること。なお、指定療養

介護の提供に関する諸記録のうち、基準第 75 条第２項に規定するもの

については、当該指定療養介護事業所において、当該療養介護を提供し
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第五 生活介護  

 

１ 人員に関する基準  

（１）（略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た日から、少なくとも５年以上保存しておかなければならないとしたも

のである。 

 

（24）準用（基準第 76条）  

   基準第９条、第 11条、第 12 条、第 14 条から第 17 条まで、第 19 条、

第 20 条、第 36 条、第 37 条第１項及び第 38 条から第 40 条までの規定

は指定療養介護の事業について準用されるものであることから、第三の

３の（１）、（３）（②を除く。）、（４）、（６）、（７）、（10）

及び（24）から（27）までを参照されたい。  

 

 

第五 生活介護  

 

１ 人員に関する基準  

（１）医師（基準第 78条第１項第１号）  

   日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行う医師を、指定生活介護

の利用者の障害の特性等に応じて必要数を配置しなければならないも

のであること。なお、この場合の「必要数を配置」とは、嘱託医を確保

することをもって、これを満たすものとして取り扱うことも差し支えな

い。また、指定生活介護事業所において看護師等による利用者の健康状

態の把握や健康相談等が実施され、必要に応じて医療機関への通院等に

より対応することが可能な場合に限り、医師を配置しない取扱いとする

ことができることとする。 
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（２）看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員（基準第 78 条

第１項 第２号）  

   これらの従業者については、指定生活介護の単位ごとに、前年度の利

用者の数の平均値及び障害支援区分に基づき、次の算式により算定され

る平均障害支援区分に応じて、常勤換算方法により必要数を配置するも

のであること。 

   なお、平均障害支援区分の算定に当たっては、利用者の数から、法附

則第 22 条第１項に規定する特定旧法受給者（以下「特定旧法受給者」

という。）、平成 18年９月 30日において現に障がい者制度改革推進本

部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間にお

いて障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法

律（平成 22 年法律第 71 号）による改正前の児童福祉法第 42 条に規定

する知的障害児施設、同法第 43 条の３に規定する肢体不自由児施設及

び同法第 43 条の４に規定する重症心身障害児施設を利用していた者又

は平成18年９月30日において現に同法第７条第６項及び旧身体障害者

福祉法第 18 条第２項に規定する指定医療機関に入院していた者であっ

て、指定生活介護の対象に該当しないものは除かれる（第 553 号告示参

照）。  

  （算式）  

   ｛（２×区分２に該当する利用者の数）＋（３×区分３に該当する利

用者の数）＋（４×区分４に該当する利用者の数）＋（５×区分

５に該当する利用者の数）＋（６×区分６に該当する利用者の数）｝

／総利用者数  

なお、平均障害支援区分の算出に当たって、小数点以下の端数が生じ
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（３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）サービス管理責任者（基準第 78条第１項第３号）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の１の（４）を参照さ

れたい。なお、サービス管理責任者と他の職務との兼務については、次

のとおり取り扱うものとする。  

   指定生活介護事業所の従業者は、原則として専従でなければならず、

職種間の兼務は認められるものではない。サービス管理責任者について

も、生活介護計画の作成及び提供した指定生活介護の客観的な評価等の

重要な役割を担う者であるので、これらの業務の客観性を担保する観点

から、原則として、サービス管理責任者と直接サービスの提供を行う生

活支援員等とは異なる者でなければならない。  

る場合には、小数点第２位以下を四捨五入することとする。  

また、看護職員及び生活支援員については、それぞれについて、最低

１人以上配置するとともに、必要とされる看護職員及び生活支援員のう

ち、１人以上は常勤でなければならない。  

 

（３）機能訓練指導員（基準第 78第４項）  

   理学療法士及び作業療法士を確保することが困難な場合には、看護師

のほか、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、言語聴覚士の日常生活

を営むのに必要な機能の減退を防止するために必要な訓練を行う能力

を有する者をもって代えることができるものであること。  

   また、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能

訓練については、指定生活介護事業所の生活支援員が兼務して行っても

差し支えない。  

 

（４）サービス管理責任者（基準第 78条第１項第３号）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の１の（４）を参照さ

れたい。なお、サービス管理責任者と他の職務との兼務については、次

のとおり取り扱うものとする。  

   指定生活介護事業所の従業者は、原則として専従でなければならず、

職種間の兼務は認められるものではない。サービス管理責任者について

も、生活介護計画の作成及び提供した指定生活介護の客観的な評価等の

重要な役割を担う者であるので、これらの業務の客観性を担保する観点

から、原則として、サービス管理責任者と直接サービスの提供を行う生

活支援員等とは異なる者でなければならない。  
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   ただし、利用者に対するサービス提供に支障がない場合は、サービス

管理責任者が指定生活介護事業所の他の職務に従事することができる

ものとする。この場合においては、原則として、兼務を行う他の職務に

係る常勤換算上、当該サービス管理責任者の当該他の職務に係る勤務時

間を算入することはできないものであるが、当該指定生活介護事業所の

利用定員が 20 人未満である場合には、当該他の職務に係る勤務時間を

算入することが可能であること。  

なお、この例外的な取扱いの適用を受けるため、定員規模を細分化す

ることは認められないものであることに留意されたい。  

   また、１人のサービス管理責任者は、最大利用者 60 人までの生活介

護計画の作成等の業務を行うことができることとしていることから、こ

の範囲で、指定生活介護事業所のサービス管理責任者が、指定宿泊型自

立訓練事業所、指定自立生活援助事業所、指定共同生活援助事業所、日

中サービス支援型指定共同生活援助事業所若しくは外部サービス利用

型指定共同生活援助事業所に置くべきサービス管理責任者又は大規模

な指定障害福祉サービス事業所等において、専従かつ常勤のサービス管

理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理責任者を兼務すること

は差し支えない。 

（例）利用者の数が 20 人の指定生活介護事業所におけるサービス管

理責任者が、利用者の数が 10 人の指定宿泊型自立訓練事業所に

おけるサービス管理責任者と兼務する場合  

 

（５）（略） 

 

   ただし、利用者に対するサービス提供に支障がない場合は、サービス

管理責任者が指定生活介護事業所の他の職務に従事することができる

ものとする。この場合においては、原則として、兼務を行う他の職務に

係る常勤換算上、当該サービス管理責任者の当該他の職務に係る勤務時

間を算入することはできないものであるが、当該指定生活介護事業所の

利用定員が 20 人未満である場合には、当該他の職務に係る勤務時間を

算入することが可能であること。  

なお、この例外的な取扱いの適用を受けるため、定員規模を細分化す

ることは認められないものであることに留意されたい。  

   また、１人のサービス管理責任者は、最大利用者 60 人までの生活介

護計画の作成等の業務を行うことができることとしていることから、こ

の範囲で、指定生活介護事業所のサービス管理責任者が、指定宿泊型自

立訓練事業所若しくは指定共同生活援助事業所に置くべきサービス管

理責任者又は大規模な指定障害福祉サービス事業所等において、専従か

つ常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービス管理責

任者を兼務することは差し支えない。 

（例）利用者の数が 20 人の指定生活介護事業所におけるサービス管

理責任者が、利用者の数が 10 人の指定宿泊型自立訓練事業所に

おけるサービス管理責任者と兼務する場合  

 

 

 

（５）指定生活介護の単位（基準第 78条第３項）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の１の（５）を参照さ
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（６）（略） 

 

 

 

２ 設備に関する基準（基準第 81 条）  

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れたい。なお、指定生活介護事業所において、複数の指定生活介護の単

位を設置する場合にあっては、それぞれの単位ごとに平均障害支援区分

を算定し、これに応じた従業者をそれぞれ必要数を配置する必要がある

こと。  

 

（６）管理者（基準第 80条）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の１の（７）の①を参

照されたい。  

 

２ 設備に関する基準（基準第 81 条）  

（１）指定生活介護事業所  

   指定生活介護事業所とは、指定生活介護を提供するための設備及び備

品を備えた場所をいう。原則として一の建物につき、一の事業所とする

が、利用者の利便のため、利用者に身近な社会資源（既存施設）を活用

して、事業所の従業者が当該既存施設に出向いて指定生活介護を提供す

る場合については、これらを事業所の一部（出張所）とみなして設備基

準を適用するものである。 

 

（２）訓練・作業室等の面積及び数  

   指定生活介護事業所における訓練・作業室等、面積や数の定めのない

設備については、利用者の障害の特性や機能訓練又は生産活動の内容等

に応じて適切な指定生活介護が提供されるよう、適当な広さ又は数の設

備を確保しなければならないものとする。例えば、指定生活介護事業所

における生産活動について、複数種類の活動を行う場合には、当該活動
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３ 運営に関する基準 

（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の種類ごとに訓練・作業室を区分するとともに、それぞれの活動に適し

た設備と広さを確保する必要があること。  

 

３ 運営に関する基準  

（１）利用者負担額等の受領（基準第 82 条）  

  ①  利用者負担額の受領等  

     指定居宅介護の規定と同趣旨であるため、第三の３の（11）の①、

②、④及び⑤を参照されたい。  

  ②  その他受領が可能な費用の範囲  

     基準第 82 条第３項は、指定生活介護事業者は、前２項の支払を受

ける額のほか、指定生活介護において提供される便宜に要する費用の

うち、  

      ア  食事の提供に要する費用  

      イ  創作活動に係る材料費  

      ウ  日用品費  

      エ  日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、支

給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの の支払を

受けることができることとし、介護給付費等の対象となっているサ

ービスと明確に区分されない曖昧な名目による費用の支払を受け

ることは認めないこととしたものである。  

なお、エの具体的な範囲については、「障害福祉サービス等におけ

る日常生活に要する費用の取扱いについて（平成 18 年 12 月６日障発

第 1206002 号当職通知）によるものとする。  

 



84 

 

改 正 後 現  行 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護（基準第 83条）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の３の（11）を参照さ

れたい。  

   なお、基準第 83 条第５項に規定する「常時１人以上の従業者を介護

に従事させる」とは、適切な介護を提供できるように介護に従事する生

活支援員等の勤務体制を定めておくとともに、２以上の生活支援員等の

勤務体制を組む場合（複数の指定生活介護の単位を設置し、指定生活介

護を提供する場合を含む。）は、それぞれの勤務体制において常時１人

以上の常勤の生活支援員等の配置を行わなければならないものである。  

   また、指定生活介護の提供に当たっては、提供内容に応じて、職員体

制を適切に組むものとする。  

 

（３）生産活動（基準第 84 条）  

   生産活動を実施するに当たっては、次の事項について留意すること。  

  ①  生産活動の内容（基準第 84 条第１項）  

     生産活動の内容については、地域の実情、製品及びサービスの需給

状況及び業界の動向を常時把握するよう努めるほか、利用者の心身の

状況、利用者本人の意向、適性、障害の特性、能力などを考慮し、多

種多様な生産活動の場を提供できるように努めなければならないも

のとしたものである。  

  ②  生産活動による利用者の疲労軽減等への配慮（基準第 84 条第２項）  

     指定生活介護事業者は、生産活動の機会を提供するに当たっては、

利用者の障害の特性、能力などに配慮し、生産活動への参加が利用者

の過重な負担とならないよう、生産活動への従事時間の工夫、休憩時
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（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間の付与、効率的に作業を行うための設備や備品の活用等により、利

用者の負担ができる限り軽減されるよう、配慮しなければならないも

のである。  

  ③  障害特性を踏まえた工夫（基準第 84 条第３項）  

     指定生活介護事業者は、生産活動の機会を提供するに当たり、実施

する生産活動の能率の向上が図られるよう常に作業設備、作業工具、

作業の工程などの改善に努めなければならないものである。  

  ④  生産活動の安全管理（基準第 84 条第４項）  

     指定生活介護事業者は、生産活動の機会を提供するに当たっては、

利用者が行う生産活動の安全性を確保するため、必要な措置を講ずる

義務があるものである。  

 

（４）工賃の支払（基準第 85条）  

   指定生活介護事業者は、生産活動に従事している利用者に、生産活動

に係る事業の収入から当該事業に必要な経費を控除した額に相当する

金額を工賃として支払わなければならないこととしたものである。  

なお、この場合の指定生活介護事業所における会計処理については、

社会福祉法人が設置する指定生活介護事業所の場合は、「社会福祉法人

会計基準の制定について」（平成 23 年７月 27 日雇児発 0727 第１号、

社援発 0727 第１号、老発 0727 第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長、社会・援護局長、老健局長連名通知）を、社会福祉法人以外の法人

が設置する指定生活介護事業所の場合は、「就労支援等の事業に関する

会計処理の取扱いについて」（平成 18 年 10 月２日社援発第 1002001

号社会・援護局長通知）を参照されたい。  
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（４）の２ 職場への定着のための支援等の実施（基準第 85 の２条）  

   指定生活介護事業者は、 当該指定生活介護を受けて、企業等に新た

に雇用された障害者が円滑に職場に定着できるよう、障害者が就職して

から、少なくとも６月以上の間、障害者就業・生活支援センターや職場

適応援助者等と連携を図りながら、事業主に対する助言、就職後に生じ

た職場不適応への対応等について、職場訪問や家庭訪問等による適切な

相談支援等を行うこと。 

   なお、就職後６月間経過後は、当該指定生活介護事業所と一体的に就

労定着支援事業を実施している場合は、当該就労定着支援事業所による

職場への定着のための支援を実施する。また、当該指定生活介護事業所

において就労定着支援事業を実施していない場合は、当該指定生活介護

事業所以外で実施する就労定着支援事業所又は障害者就業・生活支援セ

ンター等の就労支援機関により、利用者に対する適切な職場への定着の

ための相談支援等が継続的に行われるよう、当該就労支援機関と必要な

調整を行わなければならない。 

 

（５）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）食事の提供（基準第 86条）  

  ①  栄養管理等 

     食事の提供は、利用者の支援に極めて重要なものであることから、

指定生活介護事業所が食事の提供を行う場合については、提供する手

段によらず、年齢や障害の特性に応じて、適切な栄養量及び内容の食

事を確保するため、栄養士等による栄養管理が行われる必要があるほ

か、次の点に留意して行うものとする。  
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（６）（略） 

 

 

 

 

（７）（略） 

 

 

 

（８）運営規程（基準第 89 条） 

（略） 

 

   ア  利用者の嗜好、年齢や障害の特性に配慮するとともに、できるだ

け変化に富み、栄養のバランスに配慮したものであること。  

   イ  調理はあらかじめ作成された献立に従って行うとともに、その実

施状況を明らかにしておくこと。  

   ウ  適切な衛生管理がなされていること。  

  

   ②  外部委託との関係  

    食事の提供を外部の事業者へ委託することは差し支えないが、指定

生活介護事業者は、受託事業者に対し、利用者の嗜好や障害の特性等

が食事の内容に反映されるよう、定期的に調整を行わなければならな

いものである。  

 

（６）健康管理（基準第 87 条）  

   利用者の健康管理は、保健所等との連絡の上、医師又は看護職員その

他適当な者を健康管理の責任者とし、利用者の健康状態に応じて健康保

持のための適切な措置を講じることとしたものである。  

 

（７）支給決定障害者に関する市町村への通知（基準第 88条）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の３の（14）を参照さ

れたい。  

 

（８）運営規程（基準第 89 条）  

   指定生活介護事業所の適正な運営及び利用者に対する適切な指定生

活介護の提供を確保するため、基準第 89 条第１号から第 12号までに掲
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   ①  （略）  

 

 

 

 

     ②  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ その他運営に関する重要事項（第 12 号） 

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第 116 号）第二の

三に規定する地域生活支援拠点等である場合は、その旨を規定し、「地

域生活支援拠点等の整備促進について」（平成 29 年 7 月 7 日付け障

障発第 0707 第 1 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課長通知）の２の（１）で定める拠点等の必要な機能のうち、満たす

機能を明記すること。 

げる事項を内容とする規程を定めることを指定生活介護事業所ごとに

義務付けたものであるが、特に次の点に留意するものとする。  

   ①  利用定員（第４号）  

利用定員は、指定生活介護事業所において同時に指定生活介護の提

供を受けることができる利用者の数の上限をいうものであること。な

お、複数の指定生活介護の単位が設置されている場合にあっては、当

該指定生活介護の単位ごとに利用定員を定める必要があること。  

     ②  通常の事業の実施地域（第６号）  

通常の事業の実施地域は客観的にその区域が特定されるものとす

ること。なお、通常の事業の実施地域は、利用申込みに係る調整等の

観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを

妨げるものではないこと。  

         また、指定生活介護事業所へは利用者が自ら通うことを基本として

いるが、障害の程度等により自ら通所することが困難な利用者に対し

ては、円滑な指定生活介護の利用が図られるよう、指定生活介護事業

所が送迎を実施するなどの配慮を行う必要があること。 

（新設） 
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（９）（略） 

 

 

 

（10）（略） 

 

 

 

（11）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）衛生管理等（基準第 90条）  

   指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の３の（19）を参照さ

れたい。  

 

（10）協力医療機関等（基準第 91条）  

   協力医療機関は、指定生活介護事業所から近距離にあることが望まし

いものであること。  

 

（11）準用（基準第 93条）  

  ①  第９条から第 17 条まで、第 19 条、第 20 条、第 22 条、第 23 条、

第 28条、第 36 条から第 41 条まで、第 57条から第 60条まで、第 66

条、第 68条から第 70 条まで及び第 73条から第 75 条までの規定は、

指定生活介護の事業に準用されることから、第三の３の（１）、（３）

から（７）まで（（３）の②を除く。）、（９）、（10）、（12）、

（13）、（17）及び（24）から（28）まで並びに第四の３の（６）か

ら（９）まで、（15）、（17）、（19）及び（21）から（23）までを

参照されたい。  

②  また、基準第 93条の規定により準用される第 10 条については、次

のとおり取り扱うものとする。  

ア  契約支給量等の受給者証への記載  

指定生活介護事業者は、指定生活介護の提供に係る契約が成立し

た時は、利用者の受給者証に当該事業者及びその事業所の名称、当

該指定生活介護の内容、当該事業者が当該利用者に提供する月当た
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りの指定生活介護の提供量（契約支給量）、契約日等の必要な事項

を記載すること。  

なお、当該契約に係る指定生活介護の提供が終了した場合にはそ

の年月日を、月途中で終了した場合には当該月で既に提供した指定

生活介護の量を記載することとしたものである。  

イ  契約支給量  

同条第２項は、受給者証に記載すべき契約支給量の総量は、当該

利用者の支給量を超えてはならないこととしたものである。  

ウ  市町村への報告  

同条第３項は、指定生活介護事業者は、①の規定による記載をし

た場合には、遅滞なく市町村に対して、当該記載事項を報告すると

ともに、当該利用者が退所する場合には、その理由等を報告しなけ

ればならないこととしたものである。  

③  同条の規定により準用される第 69条については、次のとおり取り扱

うものとする。  

利用者に対する指定生活介護の提供に支障が生ずることのないよ

う、原則として、指定生活介護事業所が定める利用定員（指定生活介

護事業所において同時に指定生活介護の提供を受けることができる利

用者の数の上限）を超えた利用者の受入を禁止するものであるが、次

に該当する利用定員を超えた利用者の受入については、適正なサービ

スの提供が確保されることを前提に、地域の社会資源の状況等から新

規の利用者を当該指定生活介護事業所において受け入れる必要がある

場合等やむを得ない事情が存する場合に限り、可能とすることとした

ものである。  
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４ 共生型障害福祉サービスに関する基準 

（１）共生型生活介護の事業を行う指定児童発達支援事業者等、指定通所介

護事業者等、指定小規模多機能型居宅介護事業者等の基準（基準 93 条

の２、第 93 条の３及び第 93条の４） 

生活介護に係る共生型障害福祉サービス（以下「共生型生活介護」と

   ア １日当たりの利用者の数  

   （Ⅰ）利用定員 50人以下の指定生活介護事業所の場合  

１日当たりの利用者の数（複数の指定生活介護の単位が設置さ

れている場合にあっては、当該指定生活介護の単位ごとの利用者

の数。（Ⅱ）及びイにおいて同じ。）が、利用定員（複数の指定

生活介護の単位が設置されている場合にあっては、当該指定生活

介護の単位ごとの利用定員。（Ⅱ）及びイにおいて同じ。）に 150％

を乗じて得た数以下となっていること。  

   （Ⅱ）利用定員 51人以上の指定生活介護事業所の場合  

１日当たりの利用者の数が、利用定員から 50を差し引いた数に

125％を乗じて得た数に、75 を加えて得た数以下となっているこ

と。  

イ 過去３月間の利用者の数  

過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得

た数に 125％を乗じて得た数以下となっていること。  

ただし、定員 11人以下の場合は、過去３月間の利用者の延べ数が、

定員の数に３を加えて得た数に開所日数を乗じて得た数以下となっ

ていること。  

 

（新設） 
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いう。）の事業を行う児童福祉法による指定児童発達支援事業者、指定

放課後等デイサービス事業者、介護保険法による指定通所介護事業者、

指定地域密着型通所介護事業者、指定小規模多機能型居宅介護事業者、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業者又は指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業者が満たすべき基準は、次のとおりであること。 

 

① 従業者の員数 

指定児童発達支援事業所、指定放課後等デイサービス事業所、指定

通所介護事業所、指定地域密着型通所介護事業所、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所又は指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（以下この号において「指定

児童発達支援事業所等」という。）の従業者の員数が、共生型生活介

護を受ける利用者（障害者）の数を含めて当該指定児童発達支援事業

所等の利用者の数とした場合に、当該指定児童発達支援事業所等とし

て必要とされる数以上であること。 

なお、共生型生活介護の管理者と指定児童発達支援等の管理者を兼

務することは差し支えないこと。 

 

② 設備 

指定児童発達支援事業所等として満たすべき設備基準を満たして

いれば足りるものであること。ただし、指定児童発達支援事業所又は

指定放課後等デイサービス事業所の場合は、必要な設備等について障

害者が使用するものに適したものとするよう配慮すること。 

なお、当該設備については、共生型サービスは障害者、障害児及び
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要介護者に同じ場所で同時に提供することを想定していることから、

障害者、障害児又は要介護者がそれぞれ利用する設備を区切る壁、家

具、カーテンやパーティション等の仕切りは、不要であること。  

 

③ 指定生活介護事業所その他の関係施設から、指定児童発達支援事業

所等が障害者の支援を行う上で、必要な技術的支援を受けているこ

と。 

 

（２）準用（基準第 93条の５） 

① 基準第 93 条の５の規定により、基準第９条から第 17 条まで、第

19 条、第 20条、第 22条、第 23条、第 28条、第 36 条から第 41条ま

で、第 51 条、第 57 条から第 60 条まで、第 66 条、第 68 条から第 70

条まで、第 73条から第 75 条まで、第 77 条、第 79条及び前節（第 93

条を除く。）の規定は、共生型生活介護の事業について準用されるも

のであるため、第３の３の(１)から(７)まで、(９)、(10)、(12)、(13)、

(17)、(24)から(28)まで、第４の２、第４の３の(６)から(９)まで、

(15)、(17)から(19)まで、(21)から(23)まで、第５の３（(11)を除く）

を参照されたいこと。  

② ①により準用される第 10 条については、第五の３の（11）の②の

とおり取り扱うものとする。 

③ ①により準用される基準 58 条で定める生活介護計画について、指

定児童発達支援事業所等にサービス管理責任者が配置されていない

場合については、生活介護計画に相当する計画を作成するように努め

ること。その際、障害児支援や高齢者介護の提供に係る計画等の作成
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に関し経験のある者や、障害児支援や高齢者介護の提供について豊富

な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを行わせるものとし、当

該事業所に児童発達支援管理責任者又は介護支援専門員の資格を有

する者がいる場合は、その者に当該計画の取りまとめを行わせること

が望ましい。 

④ ①により準用される基準第 67条第３号及び第 69条については、第

五の３の（11）の③のとおり取り扱うものとする。 

この場合において、共生型生活介護の利用定員は、共生型生活介護

の指定を受ける指定児童発達支援事業所等において同時にサービス

提供を受けることができる利用者の数の上限とする。なお、当該利用

定員の範囲内であれば、サービスごとの利用者の数に変動があっても

差し支えないこと。 

 (例)  定員 20 人の場合、利用日によって、共生型生活介護の利

用者が 10人、指定通所介護等の利用者が 10人であっても、共

生型生活介護の利用者が５人、指定通所介護等の利用者が 15

人であっても、差し支えない。 

 

（３）その他の共生型サービスについて 

高齢者と障害者・障害児に一体的にサービス提供するものであって、 

・ デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイについて、

障害福祉制度と介護保険制度の両方の基準を満たして両方の指定を

受けているもの 

・ 法令上「共生型サービス」の対象とされているデイサービス、ホー

ムヘルプサービス、ショートステイ以外のサービス（例えば、障害福
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祉制度の共同生活援助と介護保険制度の認知症対応型共同生活介護）

について、障害福祉制度と介護保険制度の両方の指定を受けているも

の 

・ 介護保険制度の基準を満たして指定を受け、かつ、障害福祉制度の

基準該当サービスを活用して一体的にサービス提供しているもの 

についても「共生型サービス」であり、地域共生社会の実現に向け、こ

れらの推進も図られることが望ましいこと。 

 

（４）その他の留意事項 

多様な利用者に対して、一体的にサービスを提供する取組は、共に活

動することで、リハビリや自立・自己実現に良い効果を生むといった面

があることを踏まえ、共生型サービスは、要介護者、障害者及び障害児

に同じ場所で同時に提供することを想定している。 

このため、同じ場所において、サービスを時間によって障害者、障害

児に分けて提供する場合（例えば、午前中に障害者に対して生活介護、

午後に要介護者に対して通所介護を提供する場合）は、各サービスの提

供時間において、各制度の共生型の特例による基準によらず、各サービ

スの基準を満たしてサービス提供すること。  

 

５ 基準該当障害福祉サービスに関する基準  

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 基準該当障害福祉サービスに関する基準  

（１）基準該当生活介護の基準（基準第 94条）  

   基準該当生活介護は、介護保険法による指定通所介護事業者が、その

地域において指定生活介護事業所が少ないなど、指定生活介護を受ける

ことが困難な障害者に対して、指定通所介護を提供した場合をいうもの



96 

 

改 正 後 現  行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

であり、基準該当生活介護事業所が満たすべき基準は、次のとおりであ

ること。  

   ①  指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の面積が当該指定通所

介護事業所の利用者の数と基準該当生活介護を受ける利用者の数の

合計数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。（基準第

94 条第２号）  

   ②  指定通所介護事業所の従業者の員数が、基準該当生活介護を受ける

利用者の数を含めて当該指定通所介護事業所の利用者の数とした場

合に、当該指定通所介護事業所として必要とされる数以上であるこ

と。なお、指定通所介護事業所は、サービス管理責任者の配置が義務

づけられていないが、指定通所介護事業者は指定通所介護事業所の従

業者のうち、「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行

う者として厚生労働大臣が定めるもの等」（平成 18 年厚生労働省告

示第 544 号）に掲げる実務経験者に相当すると認められる管理者等

に、「サービス管理責任者研修事業の実施について」（平成 18 年８

月 30 日障発第 0830004 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知）に基づき実施される「サービス管理責任者研修」（介護分野）

及び「相談支援従事者研修事業の実施について」（平成 18 年４月 21

日障発第 0421001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

に基づき実施される「相談支援従事者初任者研修」のうち「指定障害

福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大

臣が定めるもの等」別表第一に定める内容のみを行う研修（以下「相

談支援従事者初任者研修（講義部分）」という。）の受講を促すこと

とし、研修修了者が指定通所介護事業所を利用する障害者の生活介護
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計画を作成することが望ましい。（基準第 94 条第３号）  

   ③  指定生活介護事業所その他の関係施設から、指定通所介護事業所が

障害者の支援を行う上で、必要な技術的支援を受けていること。（基

準第 94 条第４号）  

 

（２）指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する特例（基準第 94 条の

２） 

介護保険法による指定小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着

型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生

労働省令第 34 号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）第

63 条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）

又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サービス

基準第 171 条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業者等」という。）

が、その地域において、指定生活介護事業所が少ないなど、指定生活介

護を受けることが困難な障害者に対して、指定小規模多機能型居宅介護

（指定地域密着型サービス基準第 62 条に規定する指定小規模多機能型

居宅介護をいう。）又は指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密

着型サービス基準第 170 条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介

護をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護等」という。）を提

供する場合には、当該指定小規模多機能型居宅介護等を基準該当生活介

護とみなすこととし、この場合の基準該当生活介護事業所として満たす

べき基準は、次のとおりであること。 

①  指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準
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第 63 条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。）又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型

サービス基準第 171 条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所をいう。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業所

等」という。）の登録定員は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の登録者の数と第 94 条の２の規定に基づき基準該当生活介護と

みなされる通いサービス、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15号。

以下「指定通所支援基準」という。）第 54 条の８の規定により基準

該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支援

基準第71条の４において準用する指定通所支援基準第54条の８の規

定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス

又は厚生労働省関係構造改革特別区域法第 34 条に規定する政令等規

制事業に係る省令の特例に関する措置を定める省令（平成 15 年厚生

労働省令第 132 号。以下「特区省令」という。）第４条第１項の規定

に基づき自立訓練とみなされる通いサービスを利用するために当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等に登録を受けた障害者及び障

害児の数の合計数を上限とし、29 人（サテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準第 63 条第７項に

規定する「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」をいう。

以下同じ。）にあっては、18人）以下とすること。（基準第 94 条の

２第１号） 

② 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービスの利用

定員とは、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の通いサービス
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の利用者の数と第 94 条の２の規定に基づき基準該当生活介護とみな

される通いサービス、指定通所支援基準第 54 条の８の規定により基

準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通所支

援基準第71条の４において準用する指定通所支援基準第54条の８の

規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービ

ス又は特区省令第４条第１項の規定に基づき自立訓練とみなされる

通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数を１日当たり

の上限とし、登録定員の２分の１から 15 人（サテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては、12 人）までの範囲内とする

こと。ただし、登録定員が 25 人を超える指定小規模多機能型居宅介

護事業所等における通いサービスの利用定員の上限は次のとおりで

あること。（基準第 94条の２第２号） 

ア 登録定員が 26人又は 27人の場合、16人 

イ 登録定員が 28人の場合、17 人 

ウ 登録定員が 29人の場合、18 人 

③ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の居間及び食堂は、機能を十

分に発揮しうる適当な広さを有すること。（基準第 94条の２第３号） 

④ 指定小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者の員数が、第 94 条

の２の規定に基づき基準該当生活介護とみなされる通いサービス、指

定通所支援基準第 54 条の８の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは指定通所支援基準第 71 条の４におい

て準用する指定通所支援基準第 54 条の８の規定により基準該当放課

後等デイサービスとみなされる通いサービス又は特区省令第４条第

１項の規定に基づき自立訓練とみなされる通いサービスを受ける障



100 

 

改 正 後 現  行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第六 短期入所  

 

１ （略）  

 

害者及び障害児の数の合計数を含めて当該指定小規模多機能型居宅

介護事業所等の利用者の数とした場合に、当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等として必要とされる数以上であること。 

なお、指定小規模多機能型居宅介護事業所等は、サービス管理責任

者の配置が義務づけられていないが、指定小規模多機能型居宅介護事

業者等は、指定小規模多機能型居宅介護事業所等に配置する介護支援

専門員に、「サービス管理責任者研修事業の実施について」に基づき

実施される「サービス管理責任者研修」（介護分野）及び「相談支援

従事者研修事業の実施について」に基づき実施される「相談支援従事

者初任者研修（講義部分）」の受講を促すこととし、研修修了者が指

定小規模多機能型居宅介護事業所等を利用する障害者の生活介護計

画を作成することが望ましい。（基準第 94条の２第４号） 

⑤ 指定生活介護事業所その他の関係施設から、指定小規模多機能型居

宅介護事業所等が障害者の支援を行う上で、必要な技術的支援を受け

ていること。（基準第 94条の２第５号） 

（３）準用（基準第 95条）  

   基準第 82 条第２項から第６項までの規定は、基準該当生活介護の事

業に準用されるものであることから、第五の３の（１）（第三の３の（11）

の①を参照する部分を除く。）を参照されたい。  

 

第六 短期入所  

 

１ 事業所の種類  

指定短期入所の事業は、次の（１）から（３）までのいずれかによるも
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のとする。  

（１）併設事業所  

   併設事業所とは、指定障害者支援施設、児童福祉施設その他の入浴、

排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を適切に行うことができる

入所施設（以下この第六において「指定障害者支援施設等」という。）

に併設され、指定短期入所の事業を行う事業所として当該指定障害者支

援施設等と一体的に運営を行う事業所をいう。併設事業所は、従業者の

勤務体制を含め、併設される指定障害者支援施設等（以下「併設本体施

設」という。）の事業に支障が生じない場合であって、かつ、専ら指定

短期入所の用に供される居室において、指定短期入所を提供する場合に

限り、実施できるものである。  

   なお、「その他の入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を

適切に行うことができる施設」には、指定宿泊型自立訓練事業所、指定

共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所

（以下「指定宿泊型自立訓練事業所等」という。）を含むものとする。  

 

（２）空床利用型事業所  

   空床利用型事業所とは、利用者に利用されていない指定障害者支援施

設等の全部又は一部の居室において、指定短期入所の事業を行う事業所

をいう。 

 

（３）単独型事業所  

   単独型事業所とは、指定障害者支援施設等（指定宿泊型自立訓練事業

所等を除く。）以外の施設であって、利用者に利用されていない入浴、
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排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を適切に行うことができる

施設の居室において、指定短期入所の事業を行う事業所をいう。  

 

２ 人員に関する基準  

（１）従業者の員数（基準第 115 条）  

  ① 併設事業所の場合（第 115 条第１項）  

   ア 指定障害者支援施設等（指定宿泊型自立訓練事業所等を除く。）

が指定短期入所事業所として併設事業所を設置する場合 

     併設事業所に置くべき従業員の員数は、指定短期入所の利用者の

数を、併設本体施設の利用者の数とみなした上で、当該併設本体施

設として必要とされる数以上とする。  

     この場合の「当該併設本体施設として必要とされる数」とは、当

該指定障害者支援施設等の指定基準又は最低基準において必要と

される人数をいうものである。 

イ 指定宿泊型自立訓練事業所等が指定短期入所事業所として併設

事業所を設置する場合は、（ⅰ）又は（ⅱ）に掲げる指定短期入所

の事業を行う時間帯に応じそれぞれ（ⅰ）又は（ⅱ）に掲げる数と

する。 

  （ⅰ）指定宿泊型自立訓練事業所等が指定短期入所と同時に指定宿

泊型自立訓練、指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定

共同生活援助を提供する時間帯においては、当該指定宿泊型自

立訓練事業所等の利用者の数及び当該併設事業所の利用者の

数の合計数を当該指定宿泊型自立訓練事業所等の利用者の数

とみなした場合において、当該指定宿泊型自立訓練事業所等に
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おける生活支援員又はこれに準ずる従業者として必要とされ

る数以上とする。 

  （ⅱ）指定宿泊型自立訓練事業所等が指定短期入所を提供する時間

帯であって、（ⅰ）に掲げる時間以外の時間においては、当該

日の利用者の数が６名以下の場合においては１以上の生活支

援員又はこれに準ずる従業者を配置することとし、当該日の利

用者の数が７以上の場合においては、１に当該日の利用者の数

が６を超えて６又はその端数を増すごとに１を加えて得た数

以上とする。 

  ②  空床利用型事業所の場合（第 115 条第２項）  

    空床利用型事業所に置くべき従業者の員数は、①を準用する。 

    なお、介護保険法による指定短期入所生活介護事業所又は基準該当

短期入所生活介護事業所について、空床利用型事業所として指定する

場合における当該空床利用型事業所に置くべき従業者の員数は、「指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成

11 年厚生省令第 37号）第 121 条第１項各号に掲げる指定短期入所生

活介護事業所に置くべき従業者の員数を確保していれば足りること。  

  ③  併設事業所及び空床利用型事業所におけるその他の留意事項  

    日中、自立訓練(機能訓練)のみを行っている指定障害者支援施設に

併設する指定短期入所事業所において、障害の程度が著しく重度の利

用者を受け入れる場合など、併設本体施設又は指定障害者支援施設等

として置くべき従業者の職種又は員数から、適切な指定短期入所の提

供が困難である場合には、①又は②の規定にかかわらず、他の指定障

害福祉サービス事業所等との連携を図りつつ、医師及び看護職員も含
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め、必要な職種及び員数の従業者が確保されるよう努めること。  

  ④  単独型事業所の場合（第 115 条第３項）  

   ア  指定生活介護事業所、指定自立訓練（機能訓練）事業所、指定自

立訓練（生活訓練）事業所、指定宿泊型自立訓練事業所、指定就労

移行支援事業所、指定就労継続支援Ａ型事業所、指定就労継続支援

Ｂ型事業所、指定共同生活援助事業所、外部サービス利用型指定共

同生活援助事業所又は児童福祉法第21条の５の15第１項に規定す

る障害児通所支援事業所（以下この④において「指定生活介護事業

所等」という。）において指定短期入所の事業（単独型事業所に係

るものに限る。）を行う場合は、(ⅰ)又は(ⅱ)に掲げる指定短期入

所の事業を行う時間帯に応じそれぞれ(ⅰ)又は(ⅱ)に掲げる数と

する。  

    (ⅰ) 指定生活介護事業所等において行われる指定生活介護、指定

自立訓練（機能訓練）、指定自立訓練（生活訓練）、指定就労

継続支援Ａ型、指定就労継続支援Ｂ型、指定共同生活援助、外

部サービス利用型指定共同生活援助又は児童福祉法第 21 条の

５の 15 第１項に規定する障害児通所支援事業所のサービス提

供時間においては、当該指定生活介護事業所等の利用者の数及

び当該単独型事業所の利用者の数の合計数を当該指定生活介護

事業所等の利用者の数とみなした場合において、当該指定生活

介護事業所等における生活支援員又はこれに準ずる従業者とし

て必要とされる数以上とする。  

        (ⅱ) 指定生活介護事業所等が指定短期入所の事業を行う時間帯で

あって、(ⅰ)に掲げる時間以外の時間においては、当該日の利
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用者の数が６名以下の場合においては１以上の生活支援員又は

これに準ずる従業者を配置することとし、当該日の利用者の数

が７以上の場合においては、１に当該日の利用者の数が６を超

えて６又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上とす

る。  

      イ  指定生活介護事業所等以外で行われる単独型事業所において指

定短期入所の事業を行う場合はアの(ⅱ)を準用する。  

      ウ  ア及びイに掲げる生活支援員又はこれに準ずる従業者を配置し

た場合であっても、障害の程度が著しく重度の利用者を受け入れる

場合等については、他の指定障害福祉サービス事業所等との連携を

図りつつ、利用者の状況に応じた適切な指定短期入所の提供が行わ

れるよう、生活支援員のほか、医師及び看護職員も含め、必要な職

種の従業者が確保されるよう努めること。  

 

（２）管理者（基準第 116 条）  

      指定療養介護の場合と同趣旨であるため、第四の１の（７）の①を参

照されたい。  

 

３ 設備に関する基準  

（１）併設事業所の場合（基準第 117 条第２項）  

      指定短期入所事業所の設備は、指定短期入所の運営上及びサービス提

供上、当然設けなければならないものであるが、併設事業所にあっては、

併設本体施設の設備を利用することにより、指定短期入所事業所の効果

的な運営が図られ、かつ、当該指定短期入所事業所の利用者及び当該併
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４ 運営に関する基準  

（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設本体施設の利用者のサービス提供に支障がない場合には、併設本体施

設の設備を指定短期入所の事業の用に供することができる。ただし、併

設本体施設の居室を指定短期入所の用に供することは認められない。  

 

（２）空床利用型事業所の場合（同条第３項）  

      空床利用型事業所の設備については、その居室を利用する指定障害者

支援施設等として必要とされる設備を有することで足りるものとした

ものである。  

 

（３）単独型事業所の場合（同条第４項）  

      単独型事業所を設置して指定短期入所を行う場合、その設備の基準は

基準第 117 条第５号のとおりである。  

 

４ 運営に関する基準  

（１）指定短期入所の開始及び終了（基準第 118 条）  

    ①  利用期間  

        指定短期入所事業者は、居宅においてその介護を行う者の疾病その

他の理由により施設への短期間の入所を必要とする者を対象に、指定

短期入所を提供するものとしたものであるが、これは、指定短期入所

は、いたずらに長期間利用することがないよう、客観的な利用者の生

活状況等を踏まえ、より適切な入所期間とすること。  

    ②  保健医療機関等との連携  

        基準第 118 条第２項は、利用者が指定短期入所の利用後において

も、利用前と同様のサービスを受けられるよう、指定短期入所事業者
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（３）（略） 

 

 

 

 

は、指定障害福祉サービス事業者その他保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携により、指定短期入所の提供の終

了後においても利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービ

スを利用できるよう、必要な援助に努めなければならないこととした

ものである。  

 

（２）入退所の記録の記載（基準第 119 条）  

    ①  受給者証への必要事項の記載  

        指定短期入所事業者は、支給量管理の観点から、利用者の入退所の

都度、受給者証に入退所年月日等の必要な事項を当該利用者の受給者

証に記載することとしたものである。  

    ②  受給者証の確認  

        指定短期入所事業者は、自らの指定短期入所の提供により利用者の

指定短期入所に係る支給量に達した場合は、当該利用者に係る受給者

証の指定短期入所の提供に係る部分の写しを市町村に提出しなけれ

ばならないこととされたが、これは利用者の支給量管理のために定め

られたものであり、介護給付費等の請求の際に提出することで差し支

えない。  

 

（３）利用者負担額等の受領（基準第 120 条）  

    ①  利用者負担額の受領等  

        指定居宅介護の規定と同趣旨であるため、第三の３の（11）の①、

②、④及び⑤を参照されたい。  

    ②  その他受領が可能な費用の範囲  


